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足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわニュースレター 

あしもと通信 
●コンテンツ 

巻頭言･原発をどう推進するの？ー第

5 次エネルギー計画に見る政府の劣

化／江戸川区環境フェアで電力会社

をスイッチしてみました／「住む街のエ

ネルギー戦略を考えよう！」に参加し

て／2018 年度総会を開催、展望と課

題をみすえて／足温ネットとつながる

ヒト･モノ･トコロ～市民ソーラー＠泉福

寺／えど･そら便り／環境･エネルギー

８行ニュース／第 6 回東アジア気候フ

ォーラムに参加／足温ネット活動日誌

／編集後記

 

89 

 

 

エネルギー情勢懇談会の開催を 

伝えるニュース(日本テレビ系) 
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● 

上写真：非電化工房製ソーラーフードドライヤ

ー/下写真：ソーラーフードドライヤーで作った

ラスクをふるまう様子 
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● 

イ
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● 

第 10回 市民・地域共同発電所全国フォーラム in飯田 

〜エネルギーで地域が豊かになる～ 
○日 程：2018年 10月 5日(金)6日(土)※7 日(日)は市内視察 

○会 場：長野県飯田市公民館 

○定 員：500名（先着順） 

○参加費：全日程参加費：3000円（資料代）、視察参加費：3000円（10/7） 

＜開催内容＞ 

■10月 5 日（金） 

【基調講演】茅野恒秀さん（信州大学人文学部）【ディスカッション】【全国の活

動団体紹介】【ポスターセッション交流】【懇親会】参加費：5000円 

■10月 6 日（土） 

【分科会 1】「里山資源を活かす小規模バイオマス利用の推進」 

【分科会 2】「地域再エネ事業を支える仕組み」 

【分科会 3】「地域新電力と自治体政策」 

【分科会 4】「多様にひろがる生協の再エネ事業」 

〇申込み：実行委員会 TEL:0265-56-3713 (担当:谷口･伊藤) 
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● 

●泉福寺 
・宗 派：真言宗豊山派 

・所在地：江戸川区東小松川 2-7-17 

・ホームページ https://komatugawa-senpukuji.jimdo.com/ 

・関連団体 
 さようなら原発江戸川連絡会 
 http://sayonara-g-edogawa.seesaa.net/ 
 江戸川総がかり行動実行委員会 
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予測 実績 予測 実績 予測 実績
2017年7月 39.0 37.2 38.0 50.5 109.2 130.9
2017年8月 42.6 26.9 42.3 34.5 119.4 88.1
2017年9月 31.3 31.9 32.7 38.3 87.5 94.0

2017年10月 25.2 24.2 27.3 28.5 70.5 68.5
2017年11月 23.2 24.4 26.4 35.6 64.9 72.5
2017年12月 24.3 23.9 29.5 36.7 67.9 60.9
2018年1月 27.0 27.4 32.2 41.1 74.8 66.1
2018年2月 29.5 31.7 33.9 45.0 82.7 93.8
2018年3月 32.5 32.6 34.4 41.4 90.0 95.6
2018年4月 38.0 39.5 39.2 53.2 106.5 126.5
2018年5月 42.6 40.0 42.9 54.1 119.4 133.4
2018年6月 35.4 33.9 34.3 40.7 99.1 103.8

えどそら1号 えどそら2号 えどそら3号
1日当たり発電量　kWh/日

予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績

2018年4月 1,141 1,224 47,922 53,536 1,177 1,650 49,434 72,171 3,195 3,922 83,065 103,775

2018年5月 1,322 1,200 55,524 52,488 1,331 1,623 55,902 70,989 3,702 4,002 96,242 105,892

2018年6月 1,062 1,051 44,604 45,961 1,030 1,263 43,260 55,239 2,974 3,219 77,314 85,182

2018年7月 1,209 1,178 50778 51,512 1,177 1,717 49,434 75,088 3,385 4,438 88,015 117,437

2018年8月 1,322 55524 0 1,311 55,062 0 3,702 96,242 0

2018年9月 938 39,396 0 981 41,202 0 2,626 68,286 0

2018年10月 781 32,802 0 846 35,532 0 2,187 56,857 0

2018年11月 695 29,190 0 792 33,264 0 1,946 50,596 0

2018年12月 752 31,584 0 913 38,346 0 2,106 54,746 0

2019年1月 828 34,776 0 999 41,958 0 2,318 60,278 0

2019年2月 827 34,734 0 948 39,816 0 2,316 60,206 0

2019年3月 996 41,832 0 1,066 44,772 0 2,789 72,509 0

合計 11,873 4,653 498,666 203,497 12,571 6,253 527,982 273,487 33,246 15,581 864,356 412,286

売電額 発電量ｋWｈ 売電額

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績 表３ えどそら3号実績

発電量ｋWｈ 売電額 発電量ｋWｈ

えど･そら1号機発電実績（2018年
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●2050エネ戦略、原発新増設言及せず 
（2018.4.10 毎日新聞） 

 2050年に向けた国の長期的なエネルギー戦

略を議論する経産省のエネルギー情勢懇談会は

１０日、提言を取りまとめた。温室効果ガス削

減に向けて再生可能エネルギーを「主力電源」

とし、原発は「可能な限り依存度を低減」しつ

つも、ＣＯ２をなくす脱炭素社会の実現のため

「選択肢」として維持するとした。原発の新増

設や建て替えには言及しなかった。 
 

●伊藤忠、トルコ原発見送り 
（2018.4.25 東京新聞） 

 トルコの原発建設計画に伊藤忠商事が参加を

見送ることが 24 日、分かった。同計画は安全

対策費用がかさみ、総事業費が当初想定してい

た 2 兆円よりも 2 倍以上高くなることも判明。

目標としていた 2023 年の稼働は難しい情勢

だ。トルコへの原発輸出は 2013年に政府間で

合意した。ただ、予定地の周辺には活断層があ

るとされ、地元での反対も根強い。 
 

●イギリス、日立原発に政府保証 
（2018.5.9 毎日新聞） 

 日立製作所が英国中部で計画する原発新設プ

ロジェクトをめぐり、英国政府は、事業に必要

な借り入れの全額を債務保証する案を日立側に

提示した。これまで三菱ＵＦＪ銀行など３メガ

バンクと国際協力銀行邦銀からの借入れは日本

政府が債務保証する方針だった。債務保証によ

って、事故などで融資が焦げ付いた場合は、最

終的に英国民が負担を強いられる可能性がある。 
 

●アップル向け製品を 100％再生エネで 
（2018.5.11 日刊工業新聞） 

 太陽インキ製造は、米アップル向け製品の生

産に使う電気全量を再生可能エネルギーで賄う。

本社の隣接地のため池で稼働する太陽光発電所

の電気でアップル向けの出荷分を賄う。発電所

の出力は 1,468kW。アップルは自社が使う電

気全量の再生エネ化を進めており、調達先にも

再生エネ活用を呼びかけている。日本で対応す

るのはイビデンに続いて２社目。 
 

●送電線の運用ルールの見直しを 
（2018.5.15 ＮＨＫ） 

 再生可能エネルギーの普及拡大に向けて、経

産省は 15 日、送電線の運用ルール見直しなど

を盛り込んだ対応策をまとめた。今年度から運

用ルールを見直し、空き容量を実質的に増やす

と共に、３年後までの買取制度の見直しの検討

や 2040 年ごろに大量の廃棄が見込まれる太

陽光発電パネルについて、リサイクル制度も検

討すべきだとしています。 
 

●原発、コスト増でも推進 
（2018.5.17 東京新聞） 

 経産省が 16 日に公表した 2030 年に向け

た新しいエネルギー基本計画の素案で、将来の

電源構成を決める際に大前提となる各電源のコ

スト推計に、近年の原発建設費の高騰を反映さ

せていないことが分かった。1 基当たりの建設

費を 4,400 億円と推定しているが、三菱重工

がトルコで進める計画では建設費が1基あたり

1兆円を超えている。 

●新電力の 6割が営業黒字 
（2018.5.19 日経新聞） 

 日本経済新聞社が大手 100 社を調査したと

ころ、2017年度に営業損益で黒字を確保した

企業の割合は６割となった。新電力の電力販売

量は全体の約１割に達するなど、既存電力から

の顧客獲得が進む。新電力の電力販売量は 17

年通年で国内全体の約 10％に達した。電気事

業連合会の勝野哲会長（中部電社長）は「非常

に厳しい競争に突入した」と語る。 
 

●気候変動適応法案で参考人質疑 
（2018.5.21 しんぶん赤旗） 

 衆院環境委員会は 15 日、気候変動適応法案

で、参考人質疑を行った。桃井貴子･気候ネット

ワーク東京事務所長は、温室効果ガスを 2030

年までに 13 年比 26％削減とする日本の目標

を引き上げるべきだとし、石炭火力発電の推進

について「緩和策が全く不十分。むしろ真逆の

状況」と指摘。企業や自治体、市民の「積極的

な関与を位置づけることが非常に重要」とした。 
 

●所沢市が地域新電力会社を設立 
（2018.5.29 産経新聞） 

 所沢市内に太陽光などの再生可能エネルギー

を主電源にした電力を公共施設や民間事業所に

供給する地域新電力会社「株式会社ところざわ

未来電力」（社長・大館勉所沢市副市長）が 28

日、設立された。所沢市が 51％を出資し、プラ

ントメーカー「JFE エンジニアリング」、飯能

信用金庫、所沢商工会議所とともに、所沢市上

下水道局庁舎内に資本金１千万円で設立した。 
 

●市民風力発電、京都・佐賀でも 
（2018.6.8 日経新聞） 

 一般市民から出資を募りながら風力発電事業

を手掛ける市民風力発電（札幌市）は、事業エ

リアを全国に拡大する。京都府が運営する太鼓

山風力発電所の後継事業者に選定され、佐賀県

沿岸部でも現地の事業者と組んで発電事業を始

める。市民風力発電は 01 年設立で、国内風力

発電市場のパイオニア。北海道や東北で培った

ノウハウを生かして、事業を拡大していく。 
 

●原発ゼロ法案、委員会に付託 
（2018.6.9 しんぶん赤旗） 

 立憲民主党、日本共産党、社民党、自由党の

４野党が共同提出（３月９日）した「原発廃止・

エネルギー転換を実現するための改革基本法案」

（原発ゼロ基本法案）が８日、衆院経済産業委

員会に付託された。共産党の笠井亮政策委員長

は会見で、「国会史上初の原発ゼロ法案を共同

提出したうえ、審議しようという点でも野党共

闘の旗が立った。大いに喜びたい」と語った。 
 

●福島第 2原発、全 4基廃炉の方針 
（2018.6.14 毎日新聞） 

 東京電力ホールディングスの小早川社長は

14日、福島県庁で内堀知事と面会し、福島第２

原発について「４基全て廃炉の方向で検討に入

っていきたい」と述べた。福島第２原発を巡り、

東電が廃炉の方針を明言したのは初めて。県は、

福島県内にある東電の原発について全基廃炉を

求めてきた。内堀知事は面会後に記者会見し、

「重要なスタートだ」と話した。 
 

●九州電力、太陽光発電出力制限へ 
（2018.6.18 東京新聞） 

 九州電力玄海原発４号機が 16 日に再稼働し

太陽光発電の普及が進む九州で原発が4基動く

環境が整った。電力供給力が大幅に増えるため、

九電が今秋の連休にも太陽光発電事業者の出力

制御に踏み切る事態が現実味を帯びる。これま

で離島では実施例があるが、九州本土といった

広域は全国で初となる。出力制御が頻発すれば

太陽光事業者の収支に影響が出るのは必至だ。 

●事故前から巨大津波危ぶむ声 
（2018.6.21 朝日新聞） 

 福島第一原発事故をめぐり、業務上過失致死

傷罪で強制起訴された東京電力旧経営陣３人の

第 18 回公判が 20 日、東京地裁であった。事

故前、社内で津波対策を検討する部門横断組織

に関与した社員が証人として出廷し、同原発を

15･7 メートルの津波が襲った場合、「非常用

設備は機能を維持できない」という意見が社内

から出ていたと証言した。 
 

●バイオ液肥スタンド好調 
（2018.6.26 産経新聞） 

 真庭市が同市内に設置する野菜など生育促進

液肥のセルフスタンド「バイオ液肥スタンド」

の利用が好調だ。同液肥は、市が回収した家庭

の生ゴミや屎尿、浄化槽の汚泥などをメタン発

酵させたバイオ液肥。昨年５月、市役所本庁舎

への設置を皮切りに順調に増設。ごみ減量や資

源化への理解を市民らに深めてもらい、本格的

液肥製造のプラント施設建設に向けるのが狙い。 
 

●深谷市、地域新電力会社を設立 
（2018.6.28 日刊工業新聞） 

 埼玉県深谷市、みやまパワーＨＤ、深谷商工

会議所、ふかや市商工会、埼玉りそな銀行は 27

日、再生エネルギーの地産地消を目的とした地

域新電力会社の設立を発表した。新会社は「ふ

かやｅパワー」。資本金は 2,000万円。電力は

東京電力や太陽光発電所、卸電力取引所などか

ら調達する。2020 年度の電力供給量は５万

kWとし、20億円の売り上げを目指す。 
 

●石炭消費、4年ぶり増加 
（2018.7.2 東京新聞） 

 石炭の国内消費量が、2017年は四年ぶりに

増加したことが英石油大手 BP の最新の統計で

1 日、分かった。各国で石炭火力発電が縮小す

る中、日本は発電量が伸びたためで、2016年

の 330･9兆wh から 17年 342･5兆wh へ

と大きく伸びており、消費量の増加につながっ

たとみられる。温暖化防止に向けたエネルギー

転換が遅れていることを示す。 
 

●エネルギー基本計画を閣議決定 
（2018.7.3 朝日新聞） 

 政府は３日、中長期のエネルギー政策の方向

性を示す「第５次エネルギー基本計画」を閣議

決定した。原発を「重要なベースロード電源」

として再稼働させる方針を明記。核燃料サイク

ルを維持し、原発輸出も進めるなど、原発を推

進する従来の方針を踏襲した。米国からプルト

ニウム削減を求められていることもあり、「保

有量の削減に取り組む」と盛り込んだ。 
 

●東海第 2原発、新規制基準で合格 
（2018.7.4 読売新聞） 

 原子力規制委員会は４日の定例会合で、日本

原子力発電の東海第二原子力発電所（茨城県東

海村、電気出力 110万 kW）について、新規制

基準に適合したことを示す「審査書案」を了承

した。東海第二原発は首都圏にある唯一の原発

で、30km 圏内に約 100 万人が住む。再稼働

するには、40 年超運転の認可や地元の同意な

どが必要で、時期は見通せない。 
 

●台湾第 4原発閉鎖が本格化 
（2018.7.5 共同通信） 

 公営の台湾電力（台電）が４日未明、新北市

にある龍門核能発電廠（第４原発、核四）から

燃料棒の一部を搬出したことが分かった。今回

搬出された燃料棒は80本で、９月にも120本

を搬出する予定とみられる。燃料棒の移送を始

めたことで、施設の閉鎖と用途の変更に向けた

動きが本格化するとみられる。台電は 2020年

末にも燃料棒の搬出を完了する計画。 

 

 

 



- 8 - 

 

 

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の
皮
を
撚
り
あ
わ
せ
る 

  

サ
ン
ダ
ル
は
東
南
ア
ジ
ア
や
台
湾
に
も 

 

 

足温ネット活動日誌 

 

編集後記 

 

中
国･

西
安
で
開
か
れ
た
東
ア
ジ
ア
気
候
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
、
数
年
ぶ
り
に
尊
敬
す
る

友
人
・
陳
永
松
さ
ん
に
会
い
ま
し
た
。
彼
は
雲
南
省
の
農
村
部
で
バ
イ
オ
ガ
ス
利

用
の
普
及
啓
発
や
環
境
教
育
に
取
り
組
み
、
私
も
別
の
Ｎ
Ｇ
Ｏ
で
、
あ
る
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
応
援
し
て
き
ま
し
た
。
残
念
な
が
ら
そ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
頓
挫
し
て

し
ま
い
ま
し
た
が
、
彼
は
、
西
双
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と
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に
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れ
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こ
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し
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れ
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。
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大
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査
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そ
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ジ
ェ
ク
ト
に
ま
い
進
す
る
彼
の
姿
に
感
嘆
す
る
こ
と
し
き
り
の
私
で
あ
り
ま
し

た
。
（
Ｍ･

Ｙ
） 

 
足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック  https://facebook.com/sokuonnet 


